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<現状>

景気は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状
況にあるものの、持ち直している。

<日本経済の基調判断>

・サプライチェーンの立て直し
・各種の政策効果

等

（先行きのプラス要因）
・電力供給の制約や原子力災害の
影響
・回復力の弱まっている海外景気が
下振れた場合や為替レート・株価の
変動等によっては、景気が下振れ
する懸念
・デフレの影響や雇用情勢の悪化
懸念

等

（先行きのリスク要因）



<政策の基本的態度>

政府は、震災からの復興に全力で取り組むとともに、急速な円高の進行等によ
る景気下振れリスクや産業空洞化のリスクに対応し、また、円高メリットを最大限
活用するため、円高への総合的対応策の取りまとめ及び平成23年度第３次補正
予算の編成を早急に行う。

海外の金融政策や金融情勢が国際的な金融資本市場に及ぼす影響を注視し
つつ、日本銀行に対しては、政府との緊密な情報交換・連携の下、適切かつ果
断な金融政策運営によって経済を下支えするよう期待する。



今月の説明の主な内容

１ Ｇ Ｄ Ｐ

２ 生 産

３ 輸 出 入

４ 個 人 消 費

５ 住 宅

６ 設 備 投 資

７ 公 共 投 資

８ 倒 産

９ 企 業 収 益

10 雇 用

11 物 価

12 景気ウォッチャー

13 地 域 経 済

14 世 界 経 済

15 株式・為替・商品市場



４－６月期ＧＤＰ２次速報の概要①

（注）輸入は、増加すると成長率に対してマイナス寄与、減少するとプラス寄与。

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、各国統計により作成。
２．左図、右上図とも（）内は寄与度。

○４－６月期の実質ＧＤＰは前期比年率で2.1％減

実質ＧＤＰ成長率の寄与度分解
（前期比；％）
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日本、アメリカ、ユーロ圏、イギリスの実質ＧＤＰ
（リーマンショック前＝100）

実質ＧＤＰ成長率の国際比較
（前期比年率；％）

年度 日本の実質成長率

2008 ▲4.1

2009 ▲2.4

2010 2.3

2010年

10－12月期
（年率）

１－３月期
（年率）

▲ 2.4 ▲ 3.7 ▲ 2.1 ▲ 0.5

（▲2.1） (▲ 2.9) (0.8) (0.2)

民需 (▲ 1.6) (▲ 3.5) (▲ 0.3) (▲ 0.1)

個人消費 (▲ 2.0) (▲ 1.4) （▲0.1） （▲0.0）

設備投資 （▲0.0） (▲ 0.8) (▲ 0.5) (▲ 0.1)

住宅投資 (0.3) (0.0) (▲ 0.2) (▲ 0.1)

在庫投資 (0.2) (▲ 1.3) (0.4) (0.1)

公需 (▲ 0.5) (0.6) (1.2) (0.3)

公共投資 (▲ 0.9) (▲ 0.1) (0.7) (0.2)

(▲ 0.3) (▲ 0.8) (▲ 3.0) (▲ 0.8)

輸出 (▲ 0.6) (0.0) (▲ 3.0) (▲ 0.8)

輸入 (0.3) (▲ 0.8) (0.0) (0.0)

　　　　　　４－６月期
　　　（年率）

寄
与
度

実質ＧＤＰ成長率

内需

外需

2011年

ドイツ フランス

▲2.1 1.0 0.6 0.5 0.0 0.7

(0.8) (0.9) (▲ 0.4) (1.4) (▲ 1.0) -

個人消費 （▲ 0.0) (0.3) (▲ 0.5) (▲ 1.5) (▲ 1.6) -

設備投資 (▲ 0.5) (0.9) (0.1) (0.5) (0.3) -

(▲ 3.0) (0.1) (1.0) (▲ 0.9) (1.0) -

寄
与
度

日本 イギリスアメリカ
ユーロ圏2011年

４－６月期

実質ＧＤＰ成長率

内需

外需
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（％）
ＧＤＰギャップの推移

４－６月期ＧＤＰ２次速報の概要②
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名目ＧＤＰの推移（年率；兆円）

462兆円

（11年４－６月期）

名目ＧＤＰ成長率（前期比年率）

10年10－12月期：▲3.9％

11年１－３月期：▲5.8％

４－６月期：▲6.0％
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（前期比；％）

季節調整済ＧＤＰデフレーター

ＧＤＰデフレーターの推移

（期）
（年）

（期）
（年）

○緩やかながら依然としてデフレが続く

（期）

（年）

○需給ギャップは横ばい

（備考） 内閣府推計値。2011年４－６月期２次ＱＥの値をもとに推計。
ＧＤＰギャップ＝（現実のＧＤＰ－潜在ＧＤＰ）／潜在ＧＤＰ。
この推計にあたっては、潜在ＧＤＰを「経済の過去のトレンドからみて平均的な水準

で生産要素を投入した時に実現可能なＧＤＰ」と定義しているが、2011年Ⅰ期・Ⅱ期に
おいては、震災による供給制約を加味した調整を行っている。
具体的には、東日本大震災による資本ストックの毀損や電力供給制約・サプライェーン

の寸断等による供給制約により、2011年Ⅰ期・Ⅱ期において、それぞれ実質年率換算５兆
円程度（前期比年率▲3.4％程度)、２兆円程度（前期比年率▲1.7％程度）押し下げられ
たと試算されることから、相当分を調整している。

11年４－６月期
▲4.0％



(備考）１. 経済産業省「鉱工業指数」により作成。季節調整値。
２.  左図、右図の８月、９月の数値は、製造工業予測調査による。シャドー部分は景気後退局面。
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在庫（右目盛）

在庫率（右目盛）

出荷

生産

（2005年＝100） （2005年＝100）

生産（前月比）
７月 ＋0.6％

予測調査
８月 ＋2.8％
９月 ▲2.4％

生産、出荷、在庫、在庫率

予測調査

（月）
（年）

○生産は、サプライチェーンの立て直しにより、
持ち直している
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（予測調査）

輸送機械工業（生産全体の16.9％）
（前月比、％）
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（予測調査）

一般機械工業（生産全体の13.2％）（前月比、％）
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（予測調査）

電子部品・デバイス工業（生産全体の８％）（前月比、％）

○主要業種で９月予測はマイナス

（月）
（年）

（月）
（年）

生産の動向①
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生産の動向②

（備考)１．（左図）（社）自動車工業会「自動車統計月報」、内閣府ヒアリングにより作成。

２．（右図）SIA "Historical Billing Reports"、（社）電子情報技術産業協会「電子部品グローバル出荷統計」より作成。数値は原数値。

３．「電子部品グローバル出荷統計」は、（社）電子情報技術産業協会の会員企業８０数社から提出された、連結ベース（グループ間取引調整後）の出荷額データを

とりまとめたもの。

半導体・電子部品の世界市場の動向自動車生産の実績及び計画
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全体

アジア
（56.1％）

ＥＵ
（11.3％）

アメリカ
（15.4％）

輸出(前月比）

５月 ＋3.7％

６月 ＋7.4％

７月 ＋0.2％

○輸出は持ち直しの動きがみられる

輸出入の動向

地域別輸出数量の動向（2005年=100）

(月）
（年）

（備考）１．（左上図）財務省「貿易統計」により作成。季節調整値。括弧内は2010年の金額ウェイト。

２. （左下図）財務省「貿易統計」により作成。上旬は毎月1日から10日、中旬は11日から20日までの輸出額。

３．（右上図）経済産業省「鉱工業総供給指数」により作成。季節調整値。括弧内は2005年の金額ウェイト。

４. （右下図）財務省「国際収支統計」により作成。
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○耐久消費財の輸入は頭打ち
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生産財（64.0%）

耐久消費財（7.7%）

非耐久消費財（14.8%）

資本財（10.9%）

財別輸入数量の動向
（2005年=100）

○貿易・サービス収支は赤字傾向で推移
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貿易・サービス収支

経常収支

国際収支の動向

貿易・サービス収支

５月 ▲8,075億円

６月 ▲ 962億円

７月 ▲2,740億円

貿易収支

（1000億円）
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2011

輸出金額（前年比）

７月上旬 ▲11.1％

中旬 ＋5.9％

下旬 ▲3.3％

８月上旬 ＋7.6％

中旬 ＋9.8％

（前年比、％）

○8月上中旬も持ち直しの動きが続く

輸出金額の上中下旬別動向

(月）
（年）



消費の動向
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(2000年=100)

消費総合指数

実質雇用者所得（目盛右）

（月）

（年）

(2005年=100)

○個人消費は持ち直しの動き

消費総合指数と実質雇用者所得
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（万台） 新車販売台数（登録車、含軽）

（月）

（年）

６月 前月比＋15.4％

７月 同▲ 0.9％

８月 同＋17.7％

○新車販売は増加傾向

(備考)上：消費総合指数と実質雇用者所得（実質賃金×雇用者数）は内閣府で作成。
季節調整値。

下：GfKジャパンにより作成。2009年８月以前とそれ以降では調査範囲が異なっ
ており、2009年８月以降の方が調査範囲が広い。

(備考)上：日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会により作成。内閣
府による季節調整値。

下：鉄道旅客協会資料により作成。

○旅行は持ち直し
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（前年比、％）
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エアコン

テレビ

テレビ、エアコンの販売金額（全国）

○テレビ・エアコン販売は大幅にマイナス

大手旅行業者12社取扱金額

（月）

（年）



住宅の動向

○住宅建設は持ち直しの動き
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持家

貸家

戸建分譲

（年）

（月）

利用関係別着工戸数

持家

35.6万戸

(22.6％)

貸家

34.7万戸

(19.9％)

総戸数

（目盛右）

（万戸） （万戸）
7月

年率戸数

(前月比)

共同建分譲

15.0万戸

(21.4％)

総戸数

95.5万戸

(16.9％)

共同建分譲
戸建分譲

12.3戸

(5.5％)

(備考）
左 図：国土交通省「建築着工統計」により作成。年率季節調整値。
右上図：各社ヒアリング、内閣府「景気ウォッチャー調査」により作成。
右下図：右下図：１．㈱不動産経済研究所「首都圏のマンション市場動向」により作成。

２．販売在庫数とは、月末時点で販売中の全戸数。総販売戸数とは、
当該月中の新規発売戸数と前月から繰り越された在庫戸数のうち、
契約された戸数。販売在庫数及び総販売戸数は季節調整値。

３．在庫率とは、販売在庫数の総販売戸数に対する比。
４．首都圏とは、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県。
５．シャドー部分は景気後退局面。
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マンション販売在庫数と総販売戸数（首都圏）

販売在庫数

（目盛右）

（年）

在庫率

（か月） （千戸）

総販売戸数

（目盛右）

（月）

○マンション総販売戸数は横ばい

○住宅エコポイント期限切れに伴う駆け込み

着工の動き

住宅エコポイントの申請状況に対するコメント

住宅関係団体Ａ 

（ヒアリング） 

持家、貸家を中心に、８月着工の一部を７月着工に前倒しする動

きが出ている。そのため、８月は反動減を懸念している。 

大手住宅販売会社Ｂ 

（ヒアリング） 

当社では、駆け込み契約と着工前倒しで７月着工に２～３割程度

上乗せがあったと思われる。８月の月初１週間ほどは前倒しされ

た反動で減少している模様。 

建設業Ｃ 

（景気ウォッチャー調査） 

住宅エコポイントが発行される工事やリフォーム工事が多くなって

いる。 

住宅販売会社Ｄ 

（景気ウォッチャー調査） 

住宅エコポイントの早期終了に伴い、７月末の駆け込み着工は

非常に多い。 

住宅販売会社Ｅ 

（景気ウォッチャー調査） 

大手ハウスメーカーでは、住宅エコポイント終了に伴う駆け込み

需要で、着工件数が多くなっていると聞く。 

 



設備投資の動向
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（10億円）

建築工事費予定額

（民間非居住用）

（月）

（年）

機械受注と建築工事費予定額

機械受注

（船舶・電力を除く民需、目盛

右）

（10億円）
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（備考）右上図：経済産業省「鉱工業指数」により作成。季節調整値。

右下図：内閣府「機械受注統計」、国土交通省「建築着工統計」により作成。

季節調整値。

（備考）左図：内閣府「国民経済計算」、財務省「法人企業統計季報」により作成。

法人企業統計季報の設備投資はＱＥ設備投資デフレーターにより実質化。

○設備投資は下げ止まりつつある



地域別

地域 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月
９月

（７日時点）
合計

関東 3 11 26 29 24 27 3 123
東北 3 4 15 11 15 7 1 56
中部 0 0 8 10 12 4 1 35

北海道 1 3 4 7 5 8 1 29

公共投資・倒産の動向

（備考）左上図：東日本建設業保証株式会社他「公共工事前払金保証統計」により作成。

左下図：日本政策金融公庫「中小企業景況調査」、日本商工会議所「商工会議所LOBO（早期景気観測）」により作成。

右上図：東京商工リサーチ「倒産月報」により作成。太線は３ヶ月移動平均。

右下図：東京商工リサーチ「特別記事」、同社へのヒアリングにより作成。

なお、東日本大震災の被災中小企業向けに新たな資金繰り支援が創設された他、被災地については、「不渡報告の記載猶予」や

「破産手続開始決定の２年間の留保」などの救済措置が行われている。
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○倒産件数はおおむね横ばい

○中小企業の資金繰りは改善の兆し
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日本政策金融公庫調査

※中小企業566社

商工会議所調査

（目盛右）

※中小企業2,866社

（内数）震災関連倒産件数

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月
９月

（７日時点）
直接 1 3 8 4 7 1 1
間接 7 23 57 73 63 71 8

8 26 64 77 70 72 9合計

（月）
（年）

○公共投資は総じて低調に推移
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震災関連倒産の内訳

産業別

業種 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月
９月

（７日現在）
合計

製造業 3 8 14 20 16 16 3 80
サービス業他 2 7 23 15 15 16 1 79

建設業 0 3 5 17 15 16 1 57
卸売業 2 2 12 12 10 12 0 50



企業収益の動向
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（備考）１．財務省「法人企業統計季報」により作成。全規模対象。
２．2011年第１四半期は、調査延期法人及び回答延期法人について業種別・資本金階層別に全国平均値を基に補完して行った推計値であり、速報扱いである。
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○企業収益は、売上高の減少を背景に、４-６月期は前年比で減少
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失業率
11年7月
4.7％
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7.8％
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（目盛右）

（倍）失業率と有効求人倍率

○このところ持ち直しの動きに足踏みがみられ、

依然として厳しい

(備考)１．左図は総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」により作成。季節調整値。シャドーは景気後退期を表す。

失業率は、2009年以降は全国（岩手県、宮城県及び福島県を除く）の値。

２．右上・右下図は、厚生労働省「毎月勤労統計調査」より作成。

雇用の動向①
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前年比 ▲0.2％

○現金給与総額はこのところ弱い動き
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雇用の動向②～被災地の雇用状況について

岩手県、宮城県の沿岸部 福島県

事業環境

（農業）
 復旧作業が難しい（塩害による被害等）上、被災した農業従事者は、
年金受給者が殆どであることから、廃業を決める例が多い。

（漁業）
 事業を再開できているのは従業者のうち1～2割。
 先行きについては、農林水産省の補助事業もあって、2年以内に概
ね復帰する見込みであるが、水産加工業等の復興状況によっては、
下振れの可能性もある。

（製造業や卸・小売業等）
 被災した企業のほとんどが事業継続意欲を示しているものの、二重
ローン問題等からいまだ事業を再開できていない状態。

 先行きについては、土地区画整理等の復興計画が策定されていな
いため、仮設店舗も開設できず、キャッシュインがないことから、資金
繰りを維持できない企業が続出する可能性もある。

（農業）
 警戒、避難区域外では米など、作付可能なものは作付され
ているが、もも等には大きな風評被害が発生している。

（漁業）
 遠洋漁業を除き、操業を自粛している。

（製造業）
 警戒、避難区域外では、震災前に戻りつつある。警戒、避難
区域内では、県外に転出した企業もある他、事務所等を県
内の他地域に移転して、操業を再開している例もある。

（観光業）
 風評被害が大きく、ホテル、旅館だけでなく、土産物、飲食、
観光バス・タクシーにも影響が生じている。

 地震や津波の被害の大きな地域を中心に、二重ローン問題
が生じている。

※以下は、現地調査やヒアリングの情報を基に作成しており、必ずしも一般的な事象を示しているとは限らない点に留意が必要である。今後さらに調
査・分析を重ね、精査する予定である。
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雇用の動向③～被災地の雇用状況について

岩手県、宮城県の沿岸部 福島県

求人関係

（現状）
 内陸部では、生産の持ち直し等により製造業をはじめ幅広い業種
の求人（長期雇用も相応にある）がみられるが、沿岸部では、復
旧・復興に伴う建設関連の求人（短期雇用が中心）がみられる程
度。被災者が望む水産加工業、卸・小売り業等の求人は少ない。

（先行き）
 復興計画が策定されれば、建設業等で本格的な復興需要に伴う
長期雇用が発生するとみられる。もっとも、二重ローン問題もあっ
て、水産加工業等の事業再開は見通し難く、被災者が望む求人
は増えない、との見方が多い。

（現状）
 復旧復興関係求人の増加により建設業が、また原発事故
避難に伴う欠員補充等により医療・福祉が、さらに製造業の
回復等により労働者派遣業が増えている。

（先行き）
 ８月末での二次避難所の終了と風評被害の影響により、観
光・宿泊業においては今後求人の減少が懸念される。

求職関係

（現状）
 企業が被災したため、雇用者が休業を強いられた場合、災害時の雇用保険の特例（注１）により、離職していなくても失業給付の受給
が可能（210日～420日まで。休業期間中は求職者には含まれない）。

 求職活動を開始しても、被災者が望む求人が少ないのに加え、①津波や原子力発電所の事故による心理的ショックから未だ立ち直
れていないこと、②事業再開による再雇用への期待があること、③就労すると失業給付を受けられなくなること、④地元での就業希望
が強いこと等から、被災者は就職に踏み切れない状況にある。特に、原子力発電関係の避難者は、地元に帰れるかどうかが確定す
るまでは、避難先での求職活動はしにくい傾向。

（潜在的な求職者の存在）
 ８月末には被災者が避難所から生活費を自己負担する仮設住宅に移るため、９月以降求職者数に変化がある可能性。
 災害時の雇用保険の特例により、失業給付を受給している被災者は現在は求職者に含まれていないが、受給期間が順次終了してい
く10月以降、求職者として顕在化する見込み（岩手県の沿岸部では、雇用保険受給者1万人の内、概ね1,000人が特例による受
給。福島県では震災に伴う離職等に係る雇用保険受給者約16,000人のうち半数の約8,000人が特例による受給）。なお、失業
して現在求職活動を行っている被災者も、義援金や賠償金の収入はあるものの、失業給付の受給期間が順次終了する10月以降、収
入面で困難が生じる（例えば、岩手県では4割程度が年内に給付期間終了の見込み）。

 雇用調整助成金を活用し休業状態にある雇用者も、将来的には求職者になる可能性。（岩手県では概ね2,000人。）

（注1）「激甚災害法の雇用保険の特例措置」の適用を受けると、事業所が災害を受けたことにより休止・廃止したために、休業を余儀なくされ、賃
金を受けることができない状態にある場合、実際に離職をしていなくとも雇用保険が受給できる。



岩手県、宮城県の沿岸部 福島県

雇用のミス
マッチ

 雇用形態面では、求人は非正規・短期が多いのに対し、求職は正規・長期雇用が多い。
 職種面では、求人は復興・復旧に伴う建設関連が多いのに対し、求職は被災前の職業（水産加工業や卸・小売業等）が多い。なお、
原発関連の職種で求人は多いが、求職は少ない。

 年齢面では、求人は比較的若い層への求人が多いのに対し、求職は高齢層で多い。
 農業、漁業、自営業に従事していた被災者が他の職に就く例は、今のところ少ない。

 地元での生活を希望している被災者が多く、内陸部や県外への移
動者は少ない。

 通常は高卒者は地元での就職の希望が多いが、避難区域
等内に通学していた高校生の多くは県外で就職する見込み。

 大卒採用の求人に対して応募が集まらず、大卒者の地元へ
の定着が減っている。

県外避難の
状況

 岩手県における転出超過数（注２）は４,４０９人。
 宮城県における転出超過数は１０,０３０人。
 福島県における転出超過数は２２,３９１人。

雇用の動向④～被災地の雇用状況について

（注2）転出超過数とは、他都道府県への転出者数と他都道府県からの転入者数の差分をいう。
記載値については、いずれも平成２３年３～７月の累計値。



物価の動向

80

90

100

110

120

130

140

150

160

95

100

105

110

115

1 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8

2008 09 10 11
（月）
（年）

（指数）

輸入物価（円ベース、目盛右） 国内企業物価

企業物価の推移（2005年＝100） （指数）

８月
（国内）：前月比 ▲0.2％

前年比 2.7％
（輸入）：前月比 ▲2.4％

前年比 12.5％
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○消費者物価は、前月比では横ばい、
前年比では下落が続く
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ガソリン価格と電気料金の推移

ガソリン（全国）

（月）
（年）

電気料金（目盛右）

（2010年末からの変化、円）

（予定）

○ガソリン価格は足下で下落、電気料金は上昇

（備考）１．日本銀行「企業物価指数」、総務省「消費者物価指数」、日経ＮＥＥＤＳ、石油情報センター、東京電力ホームページにより作成。
２．国内企業物価は、夏季電力料金調整後の系列。
３．銅はロンドン金属取引所の先物、原油はドバイ原油、小麦はシカゴ商品取引所の先物（期近）の価格。
４．「石油製品、その他特殊要因を除く総合」（コアコア）は、「生鮮食品を除く総合」（コア）から石油製品、電気代、都市ガス代、米類、鶏卵、切り花、

診療代、固定電話通信料、介護料、たばこ、公立高校授業料、私立高校授業料を除いたもの。
５．ガソリン価格はレギュラーガソリンの週次価格。電気料金は東京電力管内の一般家庭への燃料費調整による影響額。


